
埼玉県看護師等養成所長会事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 県は、埼玉県高等看護学院長会及び埼玉県准看護学校長会（以下「養成所長会」

という。）が実施する看護師等の資質向上のための事業の支援及び養成所との密接な連

携を図るため、養成所長会に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、「補助金等の交付手続等に関する規則」（昭和４０

年埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定め

るところによる。 

 （補助対象事業及び補助金交付額） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業は、養成所長会が実施する事業で看護師等の資質

 の向上の推進に要する経費とし、次により算出するものとする。 

 （１）第３条に定める補助額と対象経費の支出額とを比較して少ない方を選定する。 

 （２）（１）により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額と

を比較して少ない方の額を交付額とする。 

 （補助額） 

第３条 前条の経費に対する補助額は、１団体９０，０００円とする。 

 （申請書の様式等） 

第４条 規則第４条第１項の申請書の様式は様式第１号のとおりとする。 

２ 規則第４条第１項の申請書の提出期限は、別に知事が定めるものとし、その提出部数

は１部とする。 

 （記載事項等） 

第５条 規則第４条第１項第２号及び第３号に掲げる事項は、記載することを要しない。 

２ 規則第４条第２項第１号及び第２号に掲げる事項に係る書類の添付は要しないものと

し、同項第５号に知事が定める事項は、次のとおりとする。 

 （１）事業費所要額調書 

 （２）事業計画書 

 （３）歳入歳出予算書の抄本 

 （４）規約及び会員名簿 

 （交付の条件） 



第６条 この補助金の交付の決定には、次の条件を付するものとする。 

 （１）補助事業の内容を変更（ただし、軽微な変更を除く。）する場合は、知事の承認

を受けなければならない。 

 （２）補助事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

 （３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合には速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。 

 （４）補助事業完了後に、消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が確定

した場合は、様式第５号により速やかに知事に報告しなければならない。 

    なお、知事に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を県に納

付させることがある。 

 （交付決定通知書の様式等） 

第７条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 （補助金の概算払） 

第８条 知事は、必要があると認める場合においては、予算額の範囲内において概算払す

ることができる。 

 （状況報告） 

第９条 補助事業者は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行の状況について、当

該要求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 

 （実績報告書の様式等） 

第１０条 規則第１３条の報告書の様式は、様式第３号のとおりとする。 

２ 規則第１３条の報告書の提出期限は、補助事業の完了後１か月以内又は３月３１日の

いずれか早い日までとする。なお、その提出部数は１部とする。 

 （確定通知書の様式） 

第１１条 規則第１４条の確定通知書の様式は様式第４号のとおりとする。 

 （補助金の返還） 

第１２条 知事は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額の確定をした場合において、

既にその額をこえる補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ず

るものとする。 

 （書類の整備等） 

第１３条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、か



つ当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する会計年度の翌

会計年度から５年間保管しなければならない。 

 （暴力団排除措置） 

第１４条 知事は、補助事業者が次の各号の一のいずれかに該当する場合は、この要綱に

よる補助金を交付しないことができる。 

 （１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平

成２３年埼玉県条例第３９号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、

団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。

以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）であるとき。  

 （２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

 （３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき。 

 （４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難され

るべき関係を有しているとき。 

 （５）補助事業を実施するに当たり、法人等が、第三者と委託契約その他の契約（以下

「委託契約等」という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）まで

のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められると

き。 

 （６）補助事業を実施するに当たり、法人等が、（１）から（４）までのいずれかに該

当する第三者と委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、

埼玉県が法人等に対して当該委託契約等の解除を求め、法人等がこれに従わなかっ

たと認められるとき。 

２ 知事は、交付の決定があった後において、法人等が前項の各号の一のいずれかに該当

することが判明した場合は、この要綱による補助金の交付の決定を取り消すことができ

る。 



３ 前項の規定により交付の決定を取り消したときは、既に交付した補助金の返還を命じ

るものとする。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年度の補助金から適用する。 

 附 則 

 この要綱は、平成１８年度の補助金から適用する。 

 附 則 

 この要綱は、平成２０年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年８月５日から施行し、令和４年度の補助金から適用する。 



様式第１号（第４条関係） 

 

令和  年度埼玉県看護師等養成所長会事業費補助金 

        交付申請書 

 

                                第     号 

                            令和  年  月  日 

 

  （あて先） 

       埼玉県知事 

 

 

                事業所の所在地 

                名      称 

                代表者の職・氏名               

 

 下記により令和  年度埼玉県看護師等養成所長会事業費補助金の交付を受けたいので、

補助金等の交付手続等に関する規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 申   請   額   金       円 

２ 事業費所要額調書   （別紙１のとおり） 

３ 事 業 計 画 書   （別紙２のとおり） 

４ 歳入歳出予算書抄本 

５ 規約及び会員名簿 



別紙１ 

 

事 業 費 所 要 額 調 書 

 

                                                                         （単位：円） 

   団 体 名 

 

   総 事 業 費 

                       Ａ  

 

   寄 付 金 そ の 他 の 収 入 

                       Ｂ  

 

   差 引 額 

             （Ａ－Ｂ）Ｃ  

 

   対象経費の支出予定額  

                       Ｄ  

 

  基 準 額 

                       Ｅ  

 

   選 定 額 

                       Ｆ  

 

  補 助 所 要 額 

                       Ｇ  

 

 

（注）１ Ｆ欄には、Ｄ欄の金額とＥ欄の金額とを比較して少ない方の金額を記入する。 

２ Ｇ欄には、Ｃ欄の金額とＦ欄の金額とを比較して少ない方の金額を記入する。 



別紙１－（２） 

 

対 象 経 費 の 支 出 予 定 額 

 

                                    （単位：円） 
 

科        目  支  出  予  定  額  備        考  

   

           計    

 



別紙２ 

 

事 業 計 画 書 

 

 

事  業  名  実施時期 参加人員 事業の目的及び内容 事 業 別 の 

支出予定額 

備  考 

（算出基礎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     



様式第２号（第７条関係） 

 

令和  年度埼玉県看護師等養成所長会事業費補助金 

        交付決定通知書 

 

                            医  第      号 

                            令和  年  月  日 

 

                様 

 

                    埼玉県知事 

 

 

 令和  年  月  日付け    第    号で申請のあった令和  年度埼玉県

看護師等養成所長会事業費補助金については、下記のとおり交付します。 

 

記 

 

１ 交付金額  金        円 

２ 支払方法  概 算 払 

３ 交付条件 

 （１）補助事業の内容を変更（ただし、軽微な変更を除く。）する場合は、知事の承認

を受けなければならない。 

 （２）補助事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

 （３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合には速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。 

 （４）補助事業完了後に、消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が確定

した場合は、様式第５号により速やかに知事に報告しなければならない。 

    なお、知事に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を県に納

付させることがある。 



様式第３号（第１０条関係） 

 

令和  年度埼玉県看護師等養成所長会事業費補助事業 

        実績報告書 

 

                                第     号 

                            平成  年  月  日 

 

  （あて先） 

       埼玉県知事 

 

 

                事業所の所在地 

                名      称 

                代表者の職・氏名               

 

 令和  年  月  日付け医第     号で補助金の交付決定の通知を受けた令和

  年度埼玉県看護師等養成所長会事業費補助事業が完了したので、補助金等の交付手続

等に関する規則第１３条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付決定額   金       円 

２ 補助事業の実施期間   令和  年  月  日から 

              令和  年  月  日まで 

３ 事 業 費 精 算 書   （別紙１のとおり） 

４ 事 業 実 績 書   （別紙２のとおり） 

５ 歳入歳出決算書の抄本 

６ 規約及び会員名簿 

７ その他参考となる書類 



別紙１ 

事 業 費 精 算 書 

 

                                                                  （単位：円） 

   団 体 名 

 

   総 事 業 費 

                       Ａ  

 

   寄 付 金 そ の 他 の 収 入 

                       Ｂ  

 

   差 引 額 

             （Ａ－Ｂ）Ｃ  

 

   対 象 経 費 の 実 支 出 額 

                       Ｄ  

 

  基 準 額 

            Ｅ  

 

  選 定 額 

                       Ｆ  

 

   補 助 所 要 額 

                       Ｇ  

 

   補 助 受 入 済 額 

                       Ｈ  

 

   差 引 不 足 額 

             （Ｈ－Ｇ）Ｉ  

 

 

（注）１ Ｆ欄には、Ｄ欄の金額とＥ欄の金額とを比較して少ない方の金額を記入する。 

      ２ Ｇ欄には、Ｃ欄の金額とＦ欄の金額とを比較して少ない方の金額を記入する。 



別紙１－（２） 

 

対 象 経 費 の 実 支 出 額 

 

                                    （単位：円） 
 

       科        目       実  支  出  額           備        考  

   

           計    

 



別紙２ 

 

事 業 実 績 書 

 

 

事  業  名  実施時期 参加人員 事業の目的及び内容 事 業 別 の 

支 出 額 

備  考 

（算出基礎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 



様式第４号（第１１条関係） 

 

令和  年度埼玉県看護師等養成所長会事業費補助金 

        交付額確定通知書 

 

                            医  第      号 

                            平成  年  月  日 

 

 

             様 

 

 

                     埼玉県知事 

 

 

 令和  年  月  日付け医第    号で交付決定した令和  年度埼玉県看護師

等養成所長会事業費補助金については、平成  年  月  日付け   第    号

の事業実績報告書に基づき、交付額を金        円に確定したので通知します。

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第６条関係） 

 

令和  年度消費税仕入控除税額報告書 

 

第     号  

平成  年  月  日  

 

  （あて先） 

       埼玉県知事 

 

 

                  事務所の所在地 

                  名     称 

                  代表者職・氏名           

 

 

 令和  年  月  日付け医第      号により交付決定を受けた令和  年度

埼玉県看護師等養成所長会事業費補助金について、交付決定通知書に付された条件に基づ

き、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付確定額又は事業実績報告額    金        円 

２ 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 

  （要県補助金返還相当額）        金        円 

 ・ 別添参考となる書類（２の金額の積算の内訳等） 

 


